
令和５年度税制改正大綱の概要                     株式会社コントロール社 

本稿は、『令和５年度税制改正大綱』(令和３年12月16日 自由民主党･公明党)を基に、その他各省庁資料などから参考資料を抜粋して作成しています。 

今後法令の詳細が明らかになりました際に、記事内容と相違が出る可能性がありますことを予めご了承ください。         禁無断複写・転載 

１ 個人所得課税 

１ 金融・証券税制 

(１)ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化(大綱 P.3、23～26) 

非課税保有期間を無期限化するとともに、口座開設可能期間については期限を設けず、ＮＩＳＡ制度

を恒久的な措置とすることとされます。あわせて、年間投資上限額が拡充されます。 

①一定の投資信託を対象とする長期・積立・分散投資の枠(｢つみたて投資枠｣)の年間投資上限額について

は、現行のつみたてＮＩＳＡの水準(年間40万円)の３倍となる120万円まで拡充されます。 

②上場株式への投資が可能な現行の一般ＮＩＳＡの役割を引き継ぐ｢成長投資枠｣を設けることとし、｢つ

みたて投資枠｣との併用が可能とされます。 

｢成長投資枠｣の年間投資上限額については、現行の一般ＮＩＳＡの水準(年間120万円)の２倍となる

240万円まで拡充されます。 

③年間投資上限額とは別に、一生涯にわたる非課税限度額が設定されます。 

その総額については、現行のつみたてＮＩＳＡの水準(800万円)から倍増以上となる1,800万円とされ

ます。 

また、｢成長投資枠｣については、その内数として現行の一般ＮＩＳＡの水準(600万円)の２倍となる

1,200万円とされます。 

※なお、現行の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡについては、令和５年末で買付を終了することとなり

ますが、非課税口座内にある商品については、新しい制度における非課税限度額の外枠で、現行の取扱

いを継続することとされます。 

 

＜現行＞    ＜改正＞  

項目 積立NISA 一般NISA 

 

つみたて投資枠 成長投資枠 

対象投資可能商品 

積立・分散投資

に適した 

一定の投資信託 

上場株式 

投資信託等 

積立・分散投資 

に適した 

一定の投資信託 

上場株式 

投資信託等 

対象者(年齢) 居住者等(18歳以上) 居住者等(18歳以上) 

年間投資上限額 40万円 120万円 120万円 240万円 

一生涯非課税限度額 800万円 600万円 1,800万円(うち成長投資枠1,200万円) 

非課税保有最長期間 20年間 ５年間 無期限 

口座開設可能期間 令和24年まで 令和５年まで 恒久化(令和６年１月１日以後) 

 

 

 

 

 

 

 

選択 併用可 
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(２)スタートアップ・エコシステムの抜本的強化(大綱 P.4、27～30) 

①保有株式の譲渡益を元手に創業者が創業した場合やエンジェル投資家がプレシード・シード期のスタ

ートアップに再投資を行った場合に、再投資分につき株式譲渡益に課税しない制度が創設され、その上

限額については、20億円とされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 

②その他、エンジェル税制の要件緩和が行われます。 

③ストックオプション税制の権利行使期間の上限を、一定のスタートアップについて10年から15年へと

延長する等の措置が講じられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省 説明資料) 
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２ 極めて高い水準の所得に対する負担の適正化(大綱 P.32) 

①その年分の基準所得金額※１から３億3,000万円を控除した金額に22.5％の税率を乗じた金額がその年分

の基準所得税額※２を超える場合には、その超える金額に相当する所得税を課する措置が講じられます。 

※１ ｢基準所得金額｣とは、その年分の所得税について申告不要制度※３を適用しないで計算した合計所得

金額(その年分の所得税について適用する特別控除額を控除した後の金額)※４をいいます。 

※２ ｢基準所得税額｣とは、その年分の基準所得金額に係る所得税の額(分配時調整外国税相当額控除及び

外国税額控除を適用しない場合の所得税の額とし、附帯税及び上記①により課す所得税の額を除きま

す。)をいいます。 

※３ ｢申告不要制度｣とは、次に掲げる特例をいいます。 

ア.確定申告を要しない配当所得等の特例 

イ.確定申告を要しない上場株式等の譲渡による所得の特例 

※４ 合計所得金額には、源泉分離課税の対象となる所得金額を含まないこととされます(ＮＩＳＡ制度及

び特定中小会社が設立の際に発行した株式の取得に要した金額の控除等の特例において非課税とされ

る金額も含みません。)。 

②上記①の適用がある場合の所得税の確定申告書の記載事項を定めるほか、所要の措置が講じられます。 

適用期日等：令和７年分以後の所得税について適用 

 

３ 土地・住宅税制(大綱 P.32～35) 

①短期所有土地の譲渡等をした場合の土地の譲渡等に係る事業所得等の課税の特例について、適用停止

措置の期限が３年(令和８年３月31日まで)延長されます。 

②空き家に係る譲渡所得の3,000万円特別控除の特例について、所要の措置を講じた上、その適用期限が

４年(令和９年12月31日まで)延長されます。 

適用期日等：令和６年１月１日以後に行う被相続人居住用家屋    

又は被相続人居住用家屋の敷地等の譲渡について適用 

③低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の100万円特別控除について、所要の措置を講じた上、

その適用期限が３年(令和７年12月31日まで)延長されます。 

適用期日等：令和５年１月１日以後に行う低未利用土地等の譲渡について適用 

④優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例について、所要の見

直しを行った上、その適用期限が３年(令和７年12月31日まで)延長されます。 


